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本稿は前号につづくものであるが，資料的にはきわめて走大なものとなったので，論旨の展開に必
要最少限のもののみをのこし，他はすべて省略した。ことに蒐集したデーターを統計史的に取扱い，
労働者状態をさぐる一指標として呈示したかったのであるが，これは自ら別の主題に属すので別の機
会にゆづりたい。引例にあたっては，前号と同様に銃みやくし，登場人物はすべて歴史上の人物とし
て取扱い敬称を省いたが，御了ゑを乞いたい。また，資料史的には別に準備したものがあるので，も
し発表の機会があればそれについて見られたい。
1. I生計費問題」の登場
明治末年から大正初期にかけての「生計費問題Jの論議は，日露戦争の験費調達に端を発するとこ
ろの主として消費税の増徴や，通貨の流通などによるインフーショ γ政策からくる国民の生活難を背
景とするものであった。すなわち日露戦争は.17億8千万円という日清戦争の8倍あまりの戦費を費
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したが，わづかに朝鮮および満州えの支配権をえたのみで償金は1文もはいらなかった。したがって
駿貨の調達は，才出2億5千万円，通貨の流通2億3千万円， 櫓税2億1千3百万円，公債募集ロ倍
8千万円などによ っておこなわれ，これらの貨幣支出が生み出す通貨の流出は，物価の縫貨をもたら
し，さらにこれが財政支出の膨脹を生み，増税によってまかなわれるという悪循環をくりかえすこと
になったのである。いうまでもなしこれらの実質的被害は，生産者から消費者に転稼され，労働者
階級一般の困窮ことに定額所得者の困窮を生む原因となったことは，たとえば大正2年における税牧
入の52.2パーセン トが消費税によって占められていた事実からも切らかである。
一方においてこのような国民の生活難が，明治期にみられるような「働く貧民Jや 「細民」といっ
た特定の社会周ではなしに，労働者階級の形成主対応して出現したことに注意しなければならない。
すなわち日本の資本主義は日清戦争後に展開されはじめたが，社会層としての労働者階級の認識は，
日露戦争後の工業ブームののちにはじめて見出される。かれらは農村の低い生活水準を基盤とする
「出稼ぎ型Jをのこ していたが，たんなる救済の対象としての働く貧民という認識から脱して，生活
必需品の騰貨によ って，直ちにその生活に影響を うけるところの社会階級にまで育成されていたので
ある。しかしながら，かれらの生活難は政治権力によって圧伏されていた。明治30年代に芽生えた社
会主義ないし社会運動思想、は，日露戦争後に一段の脱皮をして再生したが，明治41年の赤旗事件，明
治43年の大逆事件を口実にして，息の根をもとめる程の弾圧をうけ，一切の社会運動がひっそく して
しまったのである。けれども弾圧によって一切の生活関難が解消してしまったわけではない。社会主
義思想や社会運動の原因が，すべて抑圧されかつ自覚ある社会階級の生活難にあるとするならば，少
くとも社会問題に関心をもっ当時の識者は，このことに滞日 しなければならなかったであろう。
いわゆる社会政策を標傍する社会政策学会に属する学者たちゃ，弾圧のあとに生れた唯一の労働組
(1) 
合である友愛会の着阪はここにあったのである。たとえば，高野岩三郎の提案によって，r生計費問
題Jを共通論題にとりあげた大正元年の第6聞社会政策学会において，金井廷はつぎのような挨拶を
のべている。
「いわゆる生活貴重主か，就職難とかいう問題は，突におそるべき結果をこれから先にきたすおそれのある問題で
あって，ことにこの問題はいまやいわゆる最下等いわゆる貧困者間の困難問題たるにとどまらず-して， いわゆる
中流階級に侵入してきたところの問題でゐる。わが日本の状態においては，あるいはです，この問題が食工高の
(2) 
実業に使役せられるところの，いわば地位の低い方の階級にとってひどく当るよりも， ことによると中流階級の
者にかえってひどく実際においては当るところの事情がありはせぬか。 わが日本においては，最も重大なる当商
の社会問題は，寂下級の者の間ではなくして，かえってあるいは中流階級の者の間に発生しはせぬか。あるいは
すでに発生しているのではないか。もし発生しているのであるとしたならば，そのおよぼすιころの影俸という
ものは実に重大である。 ことに社会問題にとっては，必ずしもたんに事実の貧富懸隔というようなことのみでは
なくして，この事実に対するところの人々の認識知何という精神的関係というものが， さらに重要なる要素であ
る。必ずしも貧富懸腐というような事実や，貧困の甚しいというような事実のみが， この問題に富力のもっとも
多くつながるということでないということが，其なりとする以上は，生計費問題が中流階級におよんでゆき，中
流階級の生計費量ということが実際となってきたならば，いわゆる社会問題というものが， 中流階級問にまづ発生
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して，一議ここが惨烈をきわめるかもしれぬ。否きわめるおそれがずい分甚しくあるのであ宮」
すなわちここにみられるように，明治末期から大正初期にかけて，r物価騰貴問題Jおよび「生計
質問題」は流行の論題であり，rあるいは，今研究しているのではすでにおそいのであるかもしれぬ。
とくに研究ができて，救済の策がすでに実行されていなければならぬ時期であるといわれるのである
(4) 
かもしれぬJといった危餌感え抱かれて意識されていたのである。
しかしながら，当時の誠輸は，r生活縦Jがきわめて現実的具体的な智;訟をもって対策を要求して
いるにもかかわらず， きわめて抽象的であった。問実の資料をのぞいては，生活鍛を実証すべき数字
(5) 
は皆無である。 しかも，人々は「生活難」の実閣をどのようにして測定し，どのように表現するかも
全〈知らない有機であった。近代的な社会政策が，事実の正確な認識のうえにたって着手されるとす
るならば，まさに策なしといった状態であり ，事実さかんに危機を云々されながらも，成ゆきにまか
されつつあったのである。このことは， 六正初期から生活必需品である米価の変動が，ことに生活不
安を呼びつつあったにもかかわらず，自由放任政策が守りつづけられていたこ とからも類推される。
また自覚ある中流階級の生活難が生み出すであろうところの事態への危傾は，まさにかれらが，資
本にとっての敵対者に転化することにたいする危慨に外ならなかった。大正中期における家計調査の
多くが，中産階級にたいする「社会政策」を目標にかかげたのも同じ理由からである。
2. i家計調査」の誕生
生計費問題が高唱されるに比して，その実証的基礎をなすと ころの家計研究が皆無であるという事
態は，デモクラシイの思想家であり，統計さ詳者であった高野岩三郎に，かれの果すべき役割を意識せ
しめたにちがいない。生計世問題をとりあげた第6四社会政策学会ののち，かれは人口統計の研究か
(6) 
らさらに家計研究えとのり出している。大正2年の「ドイツの小所得者家計開査について」および大
σ) ~ 
正3年の「シツフ氏家計調査方法論」が，かの「東京における20職工家計調査Jに至るまでのかれの
家計研究の成果であった。
高野岩三郎は，まづ統計のパプリツティこそデモクラシイの本質であり，政策を生み出す客観的基
準となるものであることを指摘する。
「民は自らしむべし，知らしむべからずという恩悠がくづれて，民は知らしむべし由らしむべからず，民の声
は神の戸である，民と共同してー 閣の政治の進歩をはからなければならぬという立態的の思想が発達すると，そ
の結果として政府の側からみても，人民の側からみても実際の事情， 人民の事実がどういう工合になっているか
ということを精穏にしらずして，それで政治がうまくゆくわけはなレのでありますから， どうしても立競思想が
発述してくると，人民のliからいえばわれわれの実情はどうなっているか，政府からいえば国民の事情はどうな
っているかということを捌ベて，ことに統計的関査によって，精確なる事実のもとに万事政策を割出すことが自
然に行われるわけであります」
そして世界の先進資本主義国においては，20世紀に入ってから続h と大規模かつ注目に価する家計
測査が実施せられ，政鍛えの利用が企てられつつあったのである。社会政策学会に属てしいた高野岩
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三郎は，現想、主義的ではあったが，このような世界の思潮を敏感に感じとり，社会統計学の分野にお
いて大正デモクラシイ運動を推進する新しい思想家であり， ~t.こんなる観念論者ではなかったのであ
る。
大正5年，高野岩三郎は外国，ことにドイツにおける家計調査の経験をもとにして，友愛会の協力
をえてわが国における最初の家計簿法による家計調査をこころみたのであった。外国の先進例をみて
も家計調査の発達は，家計の個別観察から，アンケー ト法，そして家計簿法に至るのが通例であれ
わが国の場合のように，全く家計調査らしきものを欠いている現状にあっては，家計簿を用いておこ
なう家計調査は，たしかに一つのこころみ以上に出るものがあった。しかしながら家計簿を用いる家
計調査が，いかに困難であろうとも，それが客観的なデーターをうる途に通ずるならば，征服されな
ければならない困難である。最初からこの困難を予想した彼が，家計簿を応募者に配布してから約1
ヶ月後， 21の家計簿を回l枚し，r一々細かにこれを点検したるに，大体において予想以上に好成績を
(10) 
1炊めたるを見，ひそかに喜悦の情にたえざるものあり」とのベた気持を察することができる。しかし
21世帯のうち1世帯の家計簿は，家族構成が異常であり ，かつ記入不備や脱漏も多かったので編成か
ら省かれることになったのである。この調査の報告書が， r東京における20職工家計調査Jと名付け
られたゆえんである。
それでは彼はこの調査から一体何を見出すことができたであろうか。もっともこの調査は，調査数
も少く ，かつ無作為抽出によったものでもなし、から，労働者状態一般に演釈するこ とはできないが，
それにもかかわらず，20世帯のうち7世帯は牧入が支出にたいして不足しており ，r支出記入脱漏の
凶
勢いまぬがれがたきを考うるときには，あるいは殆ど過剰なかりしものなるやもしるべからざる」状
態にあったのである。また「総支出の3分の1強はすでにこの2費目(米代と家賃)のために占めら
れJ.これに光熱，被服，保健等の生活必需品を算入するときは，r実に総支出の80.79パーセントJ
を形づくり， r綴工の所得の大部分が生活の必存に投ぜられて，享楽著修をかえりみるの余裕tこすこ
倒
ぶる欠除するのを散見すべく，エンゲルの法則また実に我をあざむかざる」ことが証明されたのであ
る。勿論このさいの牧入とは世帯全体の実1投入をさすのであって，世帯主の牧入のみでは，かれらの
生活がさきえきれなかったことはいうまでもなし、。
しかしながら，この調査は労働者状態を語るよりも，むしろ家計調査の可能性の認識に重点があっ
たとみるべきである。権回保之助は，この点を的確に言干している。
「たとえその後調査世帯の数は多からず，調査期間また短きものであったにかかわらず， その調査緩玉突におい
て，その調査手続においてさらにまた調査の編成において，徹底せる学問的態度を透徹せしめ，編後続A として
行われたる家計調査にTこいし，げんことしてその範を垂れ，よるべき方法，扱うべき態度を指示したのであるJ
(1心
また，r社会統計の進歩，社会政策上の応用に与うる効益」の大なることを強調する高野岩三郎自
身も，かれの経験をもとにしてつぎのようにのべている。
「ひるがえって，これを本邦の現状にかえりみる時は，家計型車式調査方法を，長い期間にわたりて，多数の労
働者的階級者聞に応用するがごときは，到底のぞみ易からざるところなり。 ここにおいてか余は一時の便法とし
て，むしろ試験的に少数の小所得者を限りて，これに家計後式調査を行うの方式を推奨せんと欲す。すなわちこ
( 16 ) 
多国:日本家計研究小史 (2) -)19ー
第 1表東3誌における20験工の家計 (大正5年) -1ヶ月一
費 目 比率
帯 収
円 '‘ 世 主 入 岱.521 82.51 
収 委 の ~ 入 2.お9 7.92 
子 弟 の 収 入 2.145 7.53 
入 そ の {tl!. の 牧 入 0.582 2.04 
A匹事. 計 28.507 1∞.∞ 
計 11.546 41-41 
(イ)米 類 5.226 18.76 
(ロ)魚 類 1.070 3.84 
飲 (ハ) 肉 類 (望書卵， 牛乳を含む) 0.480 1.72 
食
(ニ) 豆 腐，煮豆，漬物類 0.667 2.39 
(ホ} 野 業， 乾 物 類 1.309 4.70 
物 (へ) 楽 子， 果 物 類 0.645 2.31 
支 書聖 (ト) 塩，味憎， 4書泊，砂結類 0.979 3.51 
(チ) 短 草 0.534 1.92 
(リ) 酒 類 0.450 1.61 
(ヌ)茶， 氷， サイダー類 0.182 0.65 
計- 4.897 17.57 
2.住宅費 4.472 16.04 
(ロ)勝手道具，家具質入の類 0.425 1.53 
3.炭 薪， 般 火 費 1.172 6.14 
4 被服見廻繍 (貯工F底?崎弘2立) 2.090 7.50 
昔十 2.278 8.17 
5.保健聖堂 川湯銭 雌石鹸…| 1.064 3.82 
(ロ) 薬 代 (医師謝礼を含む) 1.214 4.35 
出 6.育 児 il (小児小遣，学校聖堂，玩具) 0.919 3.29 
7.交 通 費(電車賃，車代の類) 0.703 2.52 
8.通 信 費 0.134 0.48 
9.会費，寄附金，衛生費の類 0.175 0.63 
10.交 際 聖堂 (~.tl品， 容事t， 来客費の類) 0.875 3.14 
1. J!f 楽 重量(新 聞代，娯楽聖堂) 0.362 1.30 
12.雑 費 0.738 2.65 
13. 負債費(借金元幸IJ，賀利子支払の類) 1.451 5.20 
以 上 の 計 27.878 100.00 
14・ 賂{貯金，都 ，工場積立金，貸金の類)I 3.070 
1ロh 計 30.948 
(比較) (牧 入J 一 (支 出) + 0.629 
赤字世脊?の比率 35.00 
(信者考) ト 本表の比率は1部修正し，捕ってあることに注意されたい。
2. 高野岩三郎「東京における二十職工家計調査J520-526頁
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とに教育・宗教・衛生・慈善等にしたがい， 日常これらの階級者と接触し，その信頼をうける人士一ーたとえば
特殊小学校教員のごときーーにおいて適当なりと思惟する家族を選出し，出来うるだけ長く家計袋の記入を行わ
しめんか，材料の数は多からざるも，その価値は多大なるべし これによりて大胆なる概括的議論はなしえざる
も，なおよく本邦労働者階級の家計の実状を機知する上に効益少小ならざるベし。しこうしてこれらの Stich-
probe (任意抽出)的調査を基礎として，漸次大規綴の家計型車式統計調査に進まんこと，余の切望おくあたわざ
るところなり」
なおここで一言しておかねばならないことは，従来の労働統計調査が，いわゆる上からの調査であ
り，しかもその結果は秘匿されるかあるいは都合のよい引用しかされなかったのにたいして，高野岩
三郎の家計調査は，労働者の生活主L、う労働問題の中援にくいこんでなされたところの下からの調査
に属するものであり，パプリシティのモデルとしての役割をも荷って出現したことに注目すべき進歩
性がある。高野岩三郎が権回保之助の讃辞にたいして. iもししいて過賞をうけるとすれば，前者に
ついては (20際工家計調査をさす)労働者家族にたいし，労働組合を通じて行えるところに幾分の誇
的
りを感ずることを許容していただきたい」とのべていることはこの事情を裏書きするものである。こ
こに学問的態度のうちに秘められた，あの明治中期から末期にかけて，稚い方法ながらも熱い血潮で
労働者の生活状態を唆ぎとった社会思想家たちと同じ情熱と問題意識をみるのである。「東京におけ
る20職工家計調査Jののち，高野岩三郎は. i方法において一層完全にし，規模において幾十倍幾百
U& 
倍の大を加えてJ家計調査を行うことを希望したが，しばらくはその機会が訪れてこなかった。 しか
しながら大正7年の米騒動は，にわかに家計研究に社会的な関心を集中せしめ，それがあたかも生活不
安を解決するかのごとき異常なる狂熱をもって，家計調査を行わせるようになったのである。高野岩
三郎の月島労働者および小学校教員にたいする家計調査は，内務省保健衛生調査会において立案され
たものであるが，大正7年10月に準備がととのえられ.11月を予備調査の期間として，大正8年 1月
から満1ヶ年間の家計簿の記帳が行われたのである。家計簿記入の応募人員は，労働者90余世帯，小
学校教員107世帯であったが，最初の意気ごみにもかかわらず. 1ヶ月以上を記入した世帯は，労働
者40余，教員95となり .6ヶ月以上記入者はそれぞれ13および59世帯. 1ヶ年間記入したものは，わ
づかに労働者2世帯，教員19世帯となってしまった。このように. iなるべく長期間」にわたって記
入された家計簿をえんとした高野岩三郎の期待は無惨にもうらぎられてしま¥".彼の関心もまた大正
8年の「家計調査編成についてJ主題する家計費自分類に関する論文ののち，家計研究に関する研究
を断っているところから，消極的なものに転化していったことが見出される。
かれは，この調査の失敗の原因を，次のように考えている。
「これは一方には性質上，家計調査ことに長期の家計調査の困難なるこιを語るものであるが，また他方には
わが労働者の自覚がなお不十分であって，組合組織に熱J心せず，組織的地位改!;tに努力の足らざる時代において
はむしろ径しむに足らぬことではなかろうかとヨ替えられるのゼある」
この調査の失敗にもかかわらず，家計調査史上における高野岩三郎の位置は，当時の労働者階級の
生活を，家計統計という手続をもって，はじめて論議の組上に実証的基礎をすえたことにあるのであ
る。しかも，それをおこなうために，家計分析の手法を具体的に示したことは，統計学者であれか
( 18 ) 
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つ両3度にわたる家計調査の経験なしには出来ないことであった。そして，ここにおいて家計調査が
科学となったのである。しかし，抗野岩三郎は家計調査の果す役割をきわめて大まかにしか評価して
いなかった。何故なら家計調査の結果が描き出したところの労働者の生活が，経済循療の行程におい
ていかなる意味をもっているかをかえりみなかったからである。このことが反省されるようになった
のは，第二次大戦に入ってからであり，それまでは家計研究は科学とはならなかったのである。この
ように高野岩三郎は，家計調査に社会統計学の位置をあたえたにもかかわらず，家計研究に社会科学
の位置をあたえることができなかったこ とは，彼の限界をしめすものであった。
3. 「家計調査狂時代J
大正初年から不安をもって眺められていた「生計費問題Jのもたらす危機は，第1次大戦による好
景気によって小康をえたものの，異?話
米価政策の無策ないし制劣さと相まって，ついに大正7年8月の米騒動をひきおこすに至って的中し
すこ。米騒動は，異常'な高米価に端を発するものであるが，たんに米価のみの昂騰によるものではなく
賃銀牧入以上の生活用品一般の高股が，消費者のたえ うる限度以上に達し，それが高米価に象徴され
メニのである。つまり ，大正初期に危倶された生計費問題が鉱大再生産され，実質賃銀の切下げによっ
て，たえうる限度以上にまで搾取されていた労働者階級の窮乏化が，富山県滑川の1漁民の女房の1
触によって即発され，忽ちのうちに全国的な妹動にまでひろまったのである。かくして全国的に一時
的な無瞥祭状態におとしいれ，軍隊の出動によ ってようやく鎮圧された「革命的騒動」は， 「その迫
警の辛らつ冷酷なる世界に多くその比を見ざるJ専f倒的な重圧のも とに，あたかも去勢されたかのど
とくにみえる国民大衆の中に.E:大な変革のエネノレギーがかくされていることを明るみに出し，国家
および独占資本をふるえあがらせたのである。天皇は300万円を ， 政府は1，∞0万円を ， また&\~誌はそ
れぞれ拠金することによって，米の燦売を行い，急を救ったのであるが，かれらにとっては，まざま
ざと1917年にたたかいとられたロ シア革命の幻影をみたにちがし、ない。社会政策が一段と声を高くし
て叫ばれ，あたかもそれに呼応するかのように，ぞくぞく と家計調査が登場するこ とになるのである。
いみじくも権問保之助が「家計調査狂時代J~名別けたように ， 大正 8年から末年にかけて，家計簿
法による家計調査だけで30あま り，その他のものを合わせると70以上を数えることができる。すなわ
ち図にみられるように，家計簿法による家計調査が行われていない月はなく ，いくつかの調査が並行
して行われる盛況にあったのである。
いまこれを調査主体および対
象別にわけてみると，つぎの表
o. 
にしめしたようになる。すなわ
ち調査主体においては官庁およ
びこれに準ずる団体が圧倒的多
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第2表
向上比率
(備考) 怠調査様式不明の調査をも含む。
帥調査主体のらんの官庁調査を，再び中央庁と地方庁とにわけて示したものである。
持単調査対象は，重復するものがあるので，延数にしてゐる 。したがって比率の計算は，延
数の合計88を100として計算じてあるので，調査数の合計77とは一致しない。
計-
数を占め，労動者自身による調査はいまだあらわれていなし、。また地方官庁によって行われた調査が
官庁調査の約8割をしめている。調査の対象的に鋭察すれば，賃銀労働者(鉱山労働者を含む)が，
約半分で，給料生活者，農漁民，貧民の家計調査が残余をしめている。その最初に高野岩三郎が月島
調査で経験したような困難は，ここでは殆ど問題にならなかったような盛行であるが，これは鯛査の
困難さよりも，むしろ調査そのものが描き出す期待にあったからであろう。
それでは，その期待とは一体何であったか。われわれはこれをさぐるために，今少し家計調査狂時
代における調査の意図をしらべてみる必要があるだろう。たとえば大正9年5，6， 7の3ヶ月にわた
り，合計1，∞o世帯の家計調査を行った東京府議工諜の「職工生計状態に関する調査Jはつぎのごと
くのべている。
「従業者の生活安定に関する諸施策を考究するがため，本府は昨年6月府下験工の生計状態につき， 同年6月
の事実を材料として調査をなし，直接経営者たる工場主その他関係者に頒っところありたり。 しこうして当時諸
物価は，一般に騰貨を重ね，これに反して，収入は物価の騰貴に伴うものいまだ少し一般に生活上の脅威甚大
なるものあり。爾来物価騰賓のすう勢は，依然として停止するところなかりしも， ー菌戦工の収入は，一般に相
当の増加をみるに至れり。しこうして品騰せる諸物価もようやく本年 七 5月のころ，経済界の変動にともない
一部下落の兆をあらわしたりといえどもいまだ一般日用諸物価の上に及ぼすに至らずして今日に至り，生活上の
脅威いまだ去りがたきものあり。すなわち本年また府下工場験工の生計状態につき調査をなし，施設務究上の資
料を得んことを期せり」
同様の主旨は，神奈川社会課の生計調査における「生活の実状に科学的の説明をあたえ，立論の根
凶
~ ， 方策の資料を得，もって経済状態改善の立場から，一般生活の向上を計るJ ことを目的とするの
や，京都市社会課の「常傭労働者生計費調査Jにおける「労資協調に善処する目的よりするも・…・将
ω 
来の社会施設の基調として」も必要であるとのべているのにも，また愛知県社会課の「陶磁器製造従
関
業者の牧入支出状態調査」が， r社会政策的施設の基礎資料を得る」ことを目的としているのにもみ
られる。すなわち，この時期におけるいづれの家計調査も，社会政策の資料たらんことを欲していた
ことが理解される。しかし，何らかの社会政策がこの調査をもとにして行われるかのごとくみせかけ
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ることが，これらの調査にとって必要であったのであり ，その社会政策の内容如何と問われるならば，
家計調査が労働者の現実の生活に深くくいこんでなされ，かれらの貧しい生活状態をえぐり出したの
とは反対に，定漠の彼方におしゃられてしまうのである。しかしながら，非常な困難と少なからざる
費用をさいて行われる家計調査が，たんなる好奇心の満足だけのためにたてられたというこ とは，あ
りそうもないことである。
一方において，家計調査在時代における家計調査の関心は，物価騰貨にもかかわらず定額の所得を
余儀なくされているところの中産階級の生計状態をさぐることにもあった。たとえば，大正7年第13
白書 ω 
回社会政策学会における森本厚吉の「日米最小生活費論Jや，汐見三郎の「生計調査論」における中
等階級の生活困難の認裁は，その把握の仕方こそことなれ，かれらにたいして何らかの対策を早急に
必要とすることをしめす込のであった。森本厚吉は，安易な生活改善論に堕するのであるが，汐見三
郎は， r判任官の生活は，訟の調べた範囲内では少なからず窮迫している。聞く革命の背後には虐待
側
しつくされし知識階級ひそむと。 とくに識者の大いに考えねばならぬところである」と，かれの調査
の結果をもとにして普告をおくっている。しかしながら，大正11年における東京府社会隷の「中等階
~ 
級生計費調査」は，4845の家計簿を配布した大制査であるが，家計調査の用途はやはり必ずしも明確
ではなかった。
4. r統一的家計調査Jの成立とその役割
このように，社会政策施設を云々しながらも，何らの具体策なし 「労働問題痘しきに遭遇し，社
会政策の必要にあい，増俸運動の資料に余儀なくされ，栄養保健問題の必要にせまられ，労資協調の
旬
間厨に駆られ，労働保険実施の必要」にせまられて，泥縄式に各担当官庁が，極めて煩鎖であるがゆ
えに周到な準備を必要とするところの家計調査を個々別々に行うことは，不経済でもあり ，と うてい
現下の急務にたえず，したがって「精密周密なる能わざるの結果を招致し，かえって問題の真相をお
ほうなきを保せずJ， ここに権威ある国家機関による統一的な家計調査の出現を希求するところの与
論を自らの手でつくり出すこととなったのて'ある。これは「家計調査狂時代」の諸調査に期待してえ
られなかった社会政策えの希望を，これらの諸調査の批判をとおしてその欠陥を指摘し，国家の手に
よって権威づけられたより肱大された規模の制査こそ社会政策えの希望をつなぐ唯一のものであると
し，それが成るまでの時をかせごうとするものであった。 ω 
内閣統計局の機関誌「統計時報」第2号に発波された「家計調査の必要およびその機関」と題する
論文は，この代表的なものである。この論文の筆者は， i家計調査狂時代」における家計調査をつぎ
のように批評する。
「家計君主式によれるも，いづれもその規模小にして，記入期間短きもの多<. 記入期防相当に長きにわたれる
ものも，一地方一小部分の羽資にかかり，あるいは， その材料または編成についてもすこぶる迫感あるもの少な
からずJ
「その編成における収入支出項目の分類およびその内容の取扱いに歪りては， 各国各取扱者の主観的任窓の見
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解により，全く不統一に帰し，その内容のごとき殆ど不明なるもの多しことにその細目において甚しとす」
かくして，大正12年に立案され，関東大震災のため延期された内閣統計局の手になる統一的家計調
査は，大正15年9月1日を期して始められることになったのである。そして「家計調査在時代」にお
ける家計調査は，あたかも「その結末を発見し得られたかのごとくに，内閣統計局の調査の一度行わ
れるや，それまでかくも熱心に行われ来った他の主体による家計調査は全くその事与をひそめて，家計
ω 
調査をロにし，家計調査を立案するものが，全然そのあとを絶ってしまったのである。」すなわち，こ
れまで社会政策を目標にし，そのための資料をととのえつつあった調査主体はすべてその役割を内閣
統計局に代位させてしまうことになったのである。
これを裏書きするように，内閣統計局の家計調査は，その趣旨をつぎのように説明している。
『労働問題その他の社会問短解決の要務は，国民の実際生活を基調として，諸般の箆設を講ずるにあり。 しこ
うしてこれがためには，まづ以て家計調査を施行して，国民生活の実状をつまびらかにするを要す」
「家計調査は，まづ各家庭にたいし，家計の実際を明らかにし， 以て収支均衡に対する基準を与うる実益を有
するも，社会政策上更に重大なる使命を有す。 およそ国民生活の安定をはかるには， その実情をつまびらかに
し，正確なる事実に基きて絡設を講せざるべからず。近時頻発する各種の社会問題の多くは，そのよって来ると
ころ，国民の実際生活にJl!胎せざるものなし 賃銀問題をはじめ，負担の均衡，救貧および防食，物価の調節，
生活の改善等重要問題の解決は， 家計調~の結果にまつにあらざれば，到底その適切なるを期しi援し。 これ欧米
諸国において，つとに家計調査を施行して，その結果を各般の社会施設にTよいし， 欠くべからざる資料として幸IJ
〈担〉
Jflせるゆえんなり」
かくして，11，824世帯の応募をえた内閣統計局は，その中内申による 7，856世帯に家計簿を配布
し，1ヶ年ののち回牧寧，給料生活者70.4パーセント ，労働者66.5パーセント，農民84.2パーセント
とL、う好成績で調査を完了したが，調査の編成は，そう簡単にはゆかなかった。すなわち，統計数値
は1年半ないし2年後の昭和4年6月までに発表されたが，調査の根幹をなす，r家計調査報告」第
1巻記述の部は，約5年半の'bの昭和8年3月になるまで出版されなかったのである。 r統計数字:は
何も語らない，数字をして語らしめるのが調査主体である」とするならば，まさに1番あとに出版さ
れた調査結果の記述こそ，待望のものであり ，それが出されたときにはもはや時効にかかった骨輩品
以外の何ものでもないとL、う事態は，まさに家計調査の本質を露呈しているといわなければならな
い。もっとも昭和4年12月に，結果の速報ともいうべき「家計の調べ」と題する小冊子が出ているが
労働者，給料生活者，農業者それぞれの牧支の概況と生活様式の相違を概観したにとどまる。そし
て，この基本的態度は「家計調査報告」第1巻記述のf誌においても変らなL、。たとえば，つぎの記述
はこのことを象徴している。
「給料生活者および労働者の収入状態についてとくに目立って呉る点を見るに， まづ大体において絵料生活者
は，勤労外収入の繰入れで生計を支え，労働者は妻子家族の応援で暮しを立てているものとみられる。右の傾向
を多少くわしく比較すれば，第1に勤労収入のみでは給料生活者は到底暮しがたたず，毎月 8円余の不足となる
に反し，労働者側はこれのみで算量生がとれ，毎月 1門50銭余を浮かすこ主となり， 多少給料生活者よりもしのぎ
よい状態にある。第Zに実収全部を生計費に投ずるに及んではじめて， 給料生活者もしのぎがつき労働者ととも
多少の余徐も見出し，それぞれ毎月13円弱， 1円弱を浮かすこととなっている。要するに， 給料生活者は勤労収
( 22 ) 
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第3表 実政入階層別牧支過不足状況 (大正15年~昭和2年)
~ω I ~80 1 ~1∞ -120 -140 -160 -180 ~ZOO I 200-1平均
同 同 円 円 同 H 円 H H 円
給料
実 牧 入 53.31 11.26 90.55 110.14 130.25 H9.22 110.23 188.85 お0.02 131.17 
実 支 出 5ト10 69.64 86.12 103.28 120.25 132.81 152.78 165.96 197.82 124.34 
活生 露支ー実支出 -4・981-3花 ーふ51 一川一日 11-6・621-1・511-10.55 -14.99 -8.18 
者
世帯 実放入一実支
出 ー0.801 1.961 4.43 I 6.86 I 10.01 I 16.41 I 17.45 I 22.89 32.20 12.83 
赤字世帯の岬!55.561 29.461 28.241 22.05! 20・00116.59! 15.891 ]2.21 13.46 20.38 
ヲす
実枚入 52.86 71.34 90.03 109.28 128.74 149.04 168.91 188.83 231.41 102.01 
働
実 支出 52.52 67.66 82.23 97.93 112.1 128.46 142.08 154.54 177.35 91.38 
者 勤牧 労入一実支出 -2.59 -1.30 0.80 1.01 4.74 3.33 8.23 9.82 25.04 1.54 
世 ~牧入一実支出 0.34 3.68 7.80 11.35 16.63 20.63 26.83 34.30 54.06 10.69 
都
赤字世帯の比本 42切 121.21 1 18.80 16.72 13.82 12.23 2.44 19.75 
実 牧 入 47.10 10.21 89.48 109.82 130.94 148.30 161.34 189.93 221.1 96.16 
実支出 59.79 75.81 93.05 107.67 126.28 138.88 140.09 139.32 169.48 96.39 a量
会収受一実支出君臨 -30.72 -30.92 -36.37 -36.10 -42.72 -4
2.66 -22.18 一15.12-40.40 -34.82 
者
(農農業業)純外一収勤実入
1生 牧+入 労支出
-24.23 -21.98 -24.92 -23.25 -28.65 -31.∞ 一13.30-0.10 -11.19 -23.19 
* 実牧入一実支出 -12.69 -5.60 -3.59 2.15 4.66 9-43 27.25 50.61 51.63 -0.24 
赤字削の比率184.91 1 57.35 1 54ω| 糾 44136.231 39.471 0.00 1 20.00 I 52
{備考) 1・ 赤字世帯の比率は，実i政支バランスを蕊準にとってある。
2. 内閣統計局「家計の調べJ. r家計調査報告第 1巻Jによる。
入のみでは不十分で，勤労外収入の補いにより，結局毎月実収の9分強が残ることとなり，労働者は勤労収入の
(33】
みでまづ生計が立ち，勤労外牧入が浮いて，結局毎月実収の1割強が残る状態であるJ
「長家1世帯の…・・牧入を実支出と対応して収支の過不足をみるに..~純収入のみでは全然暮しがたたず.
34円82銭の不足となる。これに食業外の勤労収入を加算してもなおかつ23円79銭の不足である。絞後に農業外の
財産収入・受贈等の勤労外収入を加えたる実収全節をあげて生計費に投ずるも，やはり収支相償わず， 結局毎月
f封3
24銭の不足となる。これによってみれば，給料生活者 ・労働者以上に..家経済の普疫がうかがわれるJ
「給料生活者は，住居資・被服費および維費に割合に多くを投じ，労働者は飲食物聖堂・雑聖堂に多くをかけ，農
業者は飲食物資 ・光熱費に大部分をさき，ことに被服授を務くして，もっぱらこれを飲食物に注ぎ. 4割6分す
〈時〉
なわち半額近くを消費していることがわかるJ
まさにここにおいては事実の解説以上に一歩も出ておらず，まして政経的な政策えの示差は何1っ
として見ることができない。 学術的な論文のように，ここでは内閣統計局はたんに資料を提供したの
みで，事態の解訳や政策えの応用は，すべて当事者にゆだねられることになったのである。 もっとも
この調査は何ら法的規制をうけていなかったためでもあろうが，昭和6年から米穀法にもとづいてお
こなわれるようになった家計調査ですら，米価決定には全く無力であったこと，そして，この調査で
農民の生活がきわめて悲惨な状態にあるという結果が出たにもかかわらず，農業政策はこれに全く関
( 23 ) 
-126ー 社会福祉学
心をもたず，食業恐慌を迎えて何ら策のなかったこと，しかも，米穀法における米価決定には，いつ
の間にか農家家計調査は影をひそめて，旧来の生産費米価がもち出されたことからも，家計調査は，
ω 
定見因説なき政府の，時代の大勢に処する恰好の緩衝器とならざるをえなかったのである。そこでは
労働力の再生産をおびやかされることによってひきおこされるであろうところの労働者の反携が危慎
されており ，かれらの反抗を思いとどまらせる恰好の道具が，実は家計調査そのものにほかならなか
ったのである。かつてエルンス ト・エンゲル Ernst-Engelが.rベルギー労働者家族の生活費J
Die Lebenskosten belgiscber Arbeiten familien frGber lnc1 jetzt. 1895. の中で，家計調査
の役割についてのぺたつぎの言葉は， ここでわれわれの表現したL、ことをもっとも適切に代弁してく
れるであろう。
「この方法は，歴史の教えるところによれば，ここかしこで一般のまたは特に貧窮なる国民階級の，国民徳祉
の低下にTこいする不満のほのほがすでに屋根を燃えぬいた場合に，通常適用されたのであった。かかる場合，そ
れら階級の物質的・精神的および道徳的状態の討査を確約し，かっ実行することは，慰撫の手段として役立つ，
そうしてこの慰撫の目的もまた， 普通次の事情によって迷成される。すなわち命令された調査の完了までには，
長かれ短かかれの時間が経過するものであり，そしてこの時間そのものが， 最大の不満救治斉1Iをそのうちに包蔵
しているからであるJ
5. r米穀法」における米価決定と家計費
米騒動が米穀法制定の直接の動機となったと十れ、ぇ，大正10年の米穀法においては，米価を無視し
たわけではなかったが，もっぱら数量調節の意味に解されており，名実ともに市価調査の意味に用い
られるようになったのは，大正14年の改正米穀法以後のこ とである。しかも具体的に米側の最高最低
をきめるところの法定米価基準を問題にしはじめたのは，昭和5年以後のことである。すなわち第1
次改正米穀法においては.r時価に準悔してこれを定むべしJとあるのみで，米価が高すぎるか安す
ぎるかの判断は政府当局者の悉意にゆだねられていたから，政党政涯のために米毅法が利用されるお
それがあるといわれるようになり，米穀調査会に米価基準に関する諮問を行った結果，昭和6年の改
正米穀法においてはじめて，米穀法発動の基準たる最高および最低米価が法定されることになったの
である。
第2次改正米穀法第4条および第5条はつぎのように規定されている。
第4条 政府が帝局内において・・・・・米殺の買入れまたは究渡しをなすは，米価が政府の告示したる最低価格ま
たは最高価絡をこえ低落または隣貸したる場合にかぎる。…・・
第5条 前条の震低価格または最高価格は，命令の定むるところにより， 左に掲ぐる事項を基礎としてこれを
定む。
米穀生産費家計費米価指数の物価指数に対する割合のすう勢により算出したる価格 (率勢米価)
そして，米穀法施行令および家計調査施行規則がこれに対応するのである。
元来わが国民生活が米をはなれて理解することができず，同時に米をはなれて日本の農業が成立し
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ないという事情は，米価決定の問題に複雑な機相をなげかけずにはおかなし、。しかし理想的には，米
価をして消費者には生活上の脅威をもたらさぬよう ，生産者である農民には農業経営意欲をそこなわ
ないという相反する2面性を調和することが要扮される。何となれば，消貨のたえうる以上の米価騰
貴は，米騒動のごとき全〈始末におえない「革命的騒動Jをひきおこすことになるし，生産聖堂をつぐ
なわない農業経営も，きわめて弾力性が大きいものの，無限に持取しつづけることは，同級に危険で
ある。それは，零細経営を駆遂することによ って，社会不安をおめ，ひいては零細長を基礎に立っと
ころの日本の産業構造に甚大な影響を及ぼさずにはいないからである。ことに米騒動ののちは，米価
は低落する一方であり，いわゆる農業恐慌をひきおこすに至るのであるが，ここでは米毅法は，米価
の維持を通じて，小食経営を維持するところの役割を意語的にとらざるをえなくなっていたのであ
る。これまでおこなわれてきた農家経済調査においても，また農家家計調査においても，そのすべて
は赤字経営であり ，この赤字経営を全〈無視することは，農村にたL、する商品経済の侵入とともにま
すます農民層の分解を早め，小食の破滅は，それを基礎にして立つ日本資本主義の破滅を意味するか
らである。ここにおいて，政府は農民の生活の実態を客観的に承認することを迫られたが，それは，
危機を回避する最少限においてであり，このように農家家計の赤字に直接触れることなくして，. 量産
物生産費，ことに米生産授を通じて小重量維持政策がはかられたところに，農家家計研究が停滞した原
因がひそんでいると考えられる。
それでは，農業経営を償うにたる最低米価は，いかにしてきめられるか。昭和8年に改正強化され
た米穀統制法施行令および米穀統制法施行規則はこれを詳細に規定しているが，要するに当骸年度産
米の生産費に運賃諸掛を加えた額と米価指数と物価指数との関係より算出した価格ぐ溶勢米価一現在
までの米価率すなわち物価の影響を除いた米価指数を基礎とし，その米価指数の示す傾向が大体にお
いて直線であったとみて，最小自乗法によ って直線をあてはめ，年々の米価率のすう勢値を求め，こ
れに基準価格決定前月の物価指数を乗じて求めたもの)の下値1割ないし2割に相当する価絡との範
囲内において定められることになっている。しかし実際には率勢米価よりも米生産授によ って最低米
価がきめられたのである。もちろんこの方法は技術的に多くの問題をもっているが，それはさてお
き，う校生産費に象徴された農家家計は，果してそれによって必要な経費，ことに生活費をまかなうこ
とが出来るようになったかという問題に焦点を集中して少し論じてみよう。
米生産費計算の基本原理は，重量民を資本主義的経営者とみなして，米1石の生産に必要な生産費を
原価計算によって求め，これに対応する米価を決定するのであるから，この原理にしたがえば日本の
農民は主として自家労働力を使用するため，かれ自身の再生産費および家族の扶養費をどのように評
価するかがとくに問題となるのである。実際の米生産費計算においては，必要な労働日数に応じて，
その土地における日属労貨をもって換算したものが労貨として採用されているが，このような原価計
算の仕方はあくまで一つの擬制にすぎない。米生産費が農民の生活を保証せんとするなら，彼の再生
産費に等しい労貨が，この中にくみいれられるべきである。もっとも，このように米生産授に農民の
生活費を導入することは，耕作面積によっても大きな影響をうけることになるが，農業経営を維持せ
んとする米生産費にとって，これを無視することはできないであろう。現実には，農民は自己の労働
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カを貨幣で換算しないから，市場価格で獲得された米価から労働力の支出以外の農業生産授をさしひ
いた残余が，農民の生活を規定することになるのであり，米{簡が農民の生活費を正当に評価しないか
ぎり，このことは真であろう。また米生産貨は，原価計算によって単一に定まるものではなし耕作
面積，土地の生産力，地綾などの相違によって異り ，このために調査された生産費はある分布をなす
はづであり，現実には異常なものを除いた算術平均が代表値とされているが，このように算術平均に
よって求められた米生産費は，最低米価の代表値としての必然性はなく ，たんに技術的なものにすぎ
ない。すなわち米生産費の分布が正規分布をなすならば，算術平均によって求められた最低米価は，
少くとも半分の農家の米生産費をつぐないえないことは明らかである。さらに米生産費の爽・市なもの
を除く客観的基準も明らかでないわである。この意味においては最低米価が最高の米生産費にきまら
ないかぎり ，生産・費をつぐなわない農民は，農業経営において節約しうる費用，すなわち労貨の評価
額にくいこんで，生産費の赤字を埋めることになるのである。そしてこのことは現在までのすべての
農家家計の調査において莫であった。
このように米生産費は一面において農家家計と2密接に関連していながらも，それ自身としては何ら
客観的基準ではなく ，社会的な裁定にゆだねられており ，現実には帝国食会などの政治的圧力によっ
て，テコ入れが行われることになるのである。また米穀法を制定する立場からも，小農経済の破綻を
救う最低限の牧入を確保すればよいのであって，米価問題に内在する穣本的な矛盾を解決する必要性
は乏しかったのである。これが最低米価決定において農家家計調査を必要としなかった理由であれ
大正15年の家計調査が，農家家計の極めて悲惨な結果をえぐり出したにもかかわらず，またおそらく
そのこ とのゆえに再び農家家計調査がくりかえされなかった理由でもあろう。
一方において都市家計調査は，最筒米価をきめるという目的から，昭和6年以降毎年おこなわれる
ことになった。すなわち， 米穀統制法による最高米価は， 家計米価之率努米価の上値 2~Jおよび 3割
に相当する価格の聞で定められた価格との範囲内で決定されることになっている。家計米価は「毎年
調査したる各世帯の家計費(例外と認むるものを除く〉により，算定する平均家計費中の副食物費，
晴好品費，交際費，修養娯楽費，放行費および貯金額の合計額に別に告示する割合を乗じたる額との
合計額を平均ー世帯当白米消費量をもって除してこれを算出J(米穀統制法施行令第6条〉するので
ある。 すなわちこの規定は，米価昂騰のさいには消22告は副食物費，r者好品費，交際費，修務娯楽費，
2銀行費および貯金額の一定割合を米代にふり向けるとの前提に立つものである。「別に信-示する割
合Jをいくらにするかが問題であるが，これをきめることが都市家計調査の存在理由であった。
しかしながら，家計の消費内容には階層性があり，この階層性にしたがって家計支出の傾向には相
当の違いのあることが認められている。すなわち米価品騰のさいに，米代のためにさかねばならない
その他の家計費目えの圧迫の程度も階層性に応じてことなるのである。しかも，米価昂騰のさいには
米代のみならず，あらゆる生活用品の物価変動がもたらされるのが普通であり，米代のみを独立変数
とみなすことは不可能である。さらに消費者は生活物資の価格変動にたいして，もっとも効用の高い
選択をおこなって消費の均衡をうるから，機械的に，副食物費以下の6費目の 1定割合の削除のみ
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で，米代を補うことは考えられない。いわば.消費者のたえうる米価の客観的測定ということは，巌
低生活貨のそれとともに家計研究上の難問であり ，たんなる家計調査の結果のみで早急にこれを決定
するまでに，家計研究の成果は蓄積されていなかったのである。しかももっとも大きい困難は，米生
産挫の場合と問機に， ¥，、かなる所得階層の消費を，代表的家計とするかである。家計調査施行鋭則に
もとづく家計調査は，応募によるところの牧入相応の生活をいとなみ，世帯主の勤労所得を主たる牧
入とする等々の条件にかなった，平均50円以上1∞円未満の月牧ある世帯の中から調査対象を選んで
行われているが，果してこのいわゆる中怖の世帯が代表的家計であるか，あるいはこれらの限定をう
けた世俗のうちいづれが代表的家計であるかを，にわかにきめることは容易なことではなL、。極論す
れば，むしろこれらの家計調査からもれた下層の生活者こそが，米穀政策の恩恵をもっとも必聖書とす
る階層であるとすらいうことが出来るのである。またたとえこの家計調査の結果から，消費者のたえ
うる米価をきめることができたとしても，r非常なる米価fh雄の年に，他の諸聖堂用の一定割合を米代
に向けることによりて，かろうじて生活を支え得たりとするも，かかる場合においては人間らしから
ぬ生活をもって，ょうやく堪ええたるものであるから，その結果よりして，米代のために割かざるを
得なかった他の費用の一定割合を直ちに米代に加ふることは，社会正義の要求に合致するものなるや
ω 
否や疑わしい」ものである。
ともあれ，都市家計調査は昭和6年9月以降毎年くりかえされることとなったが，家計研究の成果
が米穀法の要求に追いつくことができず，したがって米価決定の参考資料となるにはあまりに無力で
あった。しかも家計調査にとって幸いなことには，その必要なしにすますことができたのである。か
くして家計調査は，それが行われているという ことの外に意味をもたなくなってしまったのである。
これはまた家計調査が期待された任務を果して余りあったことを意味する。
しかしながら，家計調査からえられた副産物もなくはなかった。その一つはデーターの蓄積によっ
て生活法則に関する研究を育てたことであり ，他のさらに重要なものは，おそらく国際的な影響が多
分にあったとみられるが，生計費指数が，名古屋商工会寝所，大阪市役所，朝日新聞社などの経験を
もとにして，昭和12年から本格的に作成されるようになったことである。
このように内閣統計局の家計調査の不実践性は，救護法の成立ののちに所得の下層に位する失業者
や要保護者を対象とするいわゆる社会事業的な家計調査を生み出すこととなった。たとえば昭和6年
から10年にかけて，これらの特殊の階層にたいする家計制査の復活が，やや顕著にみられる。しかし
多くは質問巣をもとにしており，見るべきものは少し、。ただ昭和7年6月から11月に至る6ヶ月おこ
なわれた同il'lj会の改善住宅居住者の生計費調査において，間報告書の筆者牧緊ーが，いわゆるエンゲ
ル法則の逆現象をはじめて認めたことをのべておかねばならない。
「収入階級別による飲食物費の割合は，規則正しい逓減を示すのが一般隊員IJであるが，ここではごく低い収入
(89】
階級のあ分では，かえって逓泊するという新しい事象を暗示しているJ
この現象がみられるのは，月牧15円以下の階層(平均世帯人員2.4人〉であったが，分布する世帯
数も少<，たんにこういった現象を認めただけで，これ以上の般論の展開はなL、。 この現象の分析は
戦後のことに属している。
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6. 家 計 分析の萌芽
大正期における家計研究は，近代的な家計調査の実施ならびに編成方法および生活法則の確認に鯵
ω 
始したというこ とができる。たとえば家計支出の法則性の検討は，藤本幸太郎の「経済統計学」や，
ω 
森本厚吉の「生活問題」の中にみるこ とができるが，いづれも独創性に乏しかった。おそらくこの時
期における特殊な研究は， 高田保馬の「住居費のー研究」のみであろう。高田保馬は，飲食物質をの
ぞいた他の費目の支出が，所得の増加に伴って規則性を示さない理由を勢力論の立場から次のように
解釈する。
「本来，食物費中には殆ど誇示費の要素を含まない。それはm".生存費よりなり，その上に多少の充実費を含
む。しかるに彼限賓，住居費に至りては生存貨とその上に充実費を含むのみならず， とくに誇示費を含むこと極
めて聖子しい。この誇示費の要素-・…・社会を異にし，職業を異にするにつれ，その仕方において雑多であるために
資自の所得にたいする割合またはその経費全体に対する割合が種hであり， したがいて芳一性が認められ得ない
ことになる」
このように家計法則にたいして解訳を加えんとしたこころみは， 高田保馬をもってこう矢とする
が，たんに解釈するのみで実証の天秤にかけなければ科学的な判断としては十分ではない。約20年の
のち，彼は再びこの問題をア レンおよびポーレイ Alenand Bo¥¥'Ieyを援用して，実証せんとこ こω 
ろみるのはこのゆえである。 すなわちアレンとボウレイの研究によると，全支出eと任意の支出項目
yの聞には次の関係が成立つ。
y=Ke+C 
、?，ー
， ，?、
いま，全支出の平均をム同じ任意の支出資自の平均をタとすると，
タ=Ke+C C=干-Ke
これを (1 )式に代入すると次式をうる。
y=Ke+ (タ-Ke) (2) 
ここで 5を全支出の平均はたいする飢餓の支出ftl3yの割合すなわちあ=÷とすると. (2)式
は次のように書きかえることができ，
y=Ke+(w-K)e 
-÷=K+(5-K)÷ 
となる。
「ここにおいておが Kより大であるならば，核費用項目の全支出にたいする割合は，全支出にたし、するI!ltJ合
は，念支出の1.11加につれて減少する。すなわち全生計費中に占むる一定の生計費項目 (た.とえば食物費)の割合
が減少する。反対に tuが K よりも大であるならば，この大きさが増加する。ーの生計費項目は. Cがプラス
であるときに必要なる項目であるということができるが，同級に Cがマイナスであるときに著修的なる項目であ
るといわれる。しかも伺ーの内容はあが Kよりも大なるときに必要項目であり小であるときに奮修的項目であ
【44)
るといわれ得るJ
すなわちこれは現在いうところの努力性続念であるが，彼はこれによ って食物費や住居費が全体と
( 28 ) 
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してもっところの必需性あるいは著修性をあらわしうるとしても，一定の生活水準におけるこれらの
支出項目のうち，どれだけが箸修的なものであるかを知りえないとして，弾力性概念による分析を放
棄している。そして再び20年前の仮説にも どって しまい，これから彼の持論である「民族耐乏輪」が
復活する。このように，生計費分析に者修概念を導入し，これを実証せんと試みたことは興味あるこ
とであったが，この実証えの努力が放棄されたがぎりにおいて，彼の脊修概念、はついに仮説であるに
とどまったのである。
これよりさき，家本秀太郎はアレンとポウレイが試みた方法にならって，内閣統計局の資料を用
い，わが国の「給料生活者及び労働者の生活様式Jの相違を，数理的に術き出すことを試みた。すな
わち彼は実l投入の変化にたいする各支出資自の「最少偏差線Jの方向係数 αと，平均値におけるl投
入にたいする支出の比率 A/B，および「必需度Jlndex of necessity ν を用いてこれを表現した
のである。いま任意の支出資自を f，J投入 fもしくは初期保有金)を αであらわすと，この費自の
牧入にたいする弾カ性は次式で示めされる。
Iim (~'J(~三' =~ . .3.L
訓令。 ¥1I'¥a ' 1 aa 
彼のい う必需度とは，この逆数をと って名付けらたものである。
，= _L，.3.L = _!，一一一ー-a • aa σd 
この必需度は「ν=1ならば最小偏差線は原点を通り，1>1ならば同級は原点の左方において横輸
を， ぐしたがって縦軸を正の部分で)きり， ν<1ならば原点、の右方において横軸を(したがって縦
凶
軸を頁の部分で)きるJことになる。家本秀太郎の採用した必要度はアレン・ポウレイの強力性の場
合と逆に動くが，かれらがこれによってぜいたく性と必需性を区別したように， r一世自の必需度が
1より大なかまたは小なるかにしたがって骸項目の必需性とぜいたく性とを区別することが出来gJ
のでゐる3
このようにして求めたそれぞれの費自における最小偏差線の方向係数，J投入にたいする 支出の比
率，ならびに必需度を第4表にしめしたように統括し，r言辞は不完全で正確さを欠き， 本考察の根
本;の方針その他に誤解の生ずる懸念が多分にあるjとまえおきして，これらの指標によ って給料生活
者および労働者の生計様式の差違が識別できることをのベた一般読者のための平俗的説明をここに引
第4表 労働者と給料生活者の生活様式を示す各指標の比較 (昭和6-13年)
方向 係数 λ 
支出比本 A/B 
必需度，
???
(備考) 1. 飲は飲食物資，住は住居'J'l，光は光熱費，般は被服費，祉は社会文化費をあらわす。
z. 上の表において，給料生活折の方が大きいものをSであらわし，労働者の方が大き
いものをWをもってしめす。
3. 各hの簡は左から右へ拶るにしたがって断次に小さくなってゆくこ之をあらわす。
4. 家本秀太郎「家計調査よりみたる給料生活者および労働者の生活隊式J国民経済維
誌昭和16年10月号55頁。
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用しておこう。
「右の表によってみるに，飲食費を除く他のすべての費目について，方l古H:系数は労働者より給料生活・者の1iが
大である。これの大なることは，収入の増加に伴う支出の場加率の大なることを示すものである。のみならず，
収入にたいする支出の比率をみても，飲食物費以外のものについて給料生活者の方が大である。かつ， 実支出の
aも実収入にたいする実支出の比率もすでにのべたように，給料生活者の方が労働者より大である。 これらのこ
とは，前者の生婦が後者に比していわば派手であり，したがって貯蓄率の小なることを示している。 しかし飲食
費については，労働者は給料生活者より 1人当り支出額において小であるが，支出比率においては1世帯当りに
ついても 1人当りについても大である。すなわち労働者は，飲食費を倹約しつつもなお収入中の大なる部分をこ
れにさいているのである。さらに必需度については，必構費目において労働者の方が大であり， ぜいたく費目た
る社会文化費の必要をその生活上感じつつもこれを切りつめて生活をなしていることになっている。 これを聖書す
るに，給料生活者は労働者に比して，やや文化的で消費性向が大である。 これに反し，労働者は給料生活者に比
してやや質実で飲食費には特に重きをおいているものとみることが出来る。この結果はよく常識に合致するJ
家本秀太郎の仕事は家計にたいする数理分析のわが国えの導入として注目すべき仕事であったが，
言葉の説明においては，たんなる数理手続きの解説に終って家計分析における積極的な発言を行って
いないところから，彼はこの生計費解析の手法が，家計研究上いかなる位置を占め，ますよし、かなる意
味をもっているものであるかを，明らかに認識していなかったようにおもわれる。支出線の方向係数
や，消費性向あるいは必需度なる概念とても，すぐれて社会科学的な概念であれわれわれをして諮
らしめなければ，数字は何も語らないものだからである。
ともあれ，このアレンとポウレイを源流とする生計費解析のわが国えの紹介および適用は，家計研
究における 1つの必要欠くべからざる道程であった。何故ならば，現代における生計費解析の基本原
理が，回帰線のあてはめと，弾力性概念の噂入に負うており，これなくしては家計研究の進歩は全く
停滞してしまったであろうからである。大正初年にえた高野岩三郎の地ならしと，第2次大戦中のア
レンとポウレイの紹介，そして望書を改めて論ずるであろうところの生活の再生産構造における認識と
いう 2本の足をえて，家計研究は，はじめて科学となりうるのである。
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